
様式２　地域再生に資するものとして概算要求等を行っている施策

府省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
予算等の措置の名称
（項）（目）（目細）

概算要求額
（単位：千円）

地域再生
の分野

内閣府
ＰＦＩの推進のための情報発信機
能の強化等に関する施策

地域におけるＰＦＩへの取組支援に向けてＰＦＩアニュアルレポートの作成等により情報発信機能の強化等を図る。

(項）内閣本府
（事項）民間資金等活
用事業調査等に必要
な経費

74,671 6

内閣府
地方公共団体における官民競争
入札等の先行事例・導入状況調
査

　地方公共団体における官民競争入札等の実施は、各地方公共団体の判断にゆだねられているが、「民間にできることは民間に」と
いう構造改革の理念を具体化する観点からは、自ら率先して官民競争入札等を実施しようとする地方公共団体に対し、これを可能と
する環境整備を行うことは、極めて重要である。
　そして、法の施行後間もない現状においては、先行的に官民競争入札等を実施している地方公共団体の取り組み事例や導入の効
果について広く周知することにより、未実施の地方公共団体における実施の推進を行うとともに、導入の隘路となっている問題点の抽
出、改善策の提示を図ることが必要である。
　このため、以下の点に着目して、地方公共団体における事例についての横断的な調査を行うものである。
　　①事業選定の考え方（制度上の制約要因）
　　②事業（制度）の選択理由
　　③事業実施上の問題点
　この結果を元に、地方公共団体における官民競争入札等の幅広い導入に資する資料の作成を行い、これを地方公共団体及び関係
の国の行政機関等に周知することにより、競争の導入による公共サービスの改革を推進しようとするものである。

（中項目）中長期経済
運営の企画立案等に
必要な経費
（項）公共サービス改
革推進室経費
（目）経済新生政策調
査費

13,451 6

内閣府
官民競争入札等の円滑な実施
のための支援

　官民競争入札等の実施に当たっては、
　　①対象事業の検討・選定、
　　②実施要項の策定（対象公共サービスの実施に当たり確保される
　　　べき質、コストを含む対象公共サービスの従来の実施状況に関
　　　する情報開示等）、
　　③質と価格の両面を評価する入札（総合評価落札方式）の実施
　　④契約の締結
など、本制度の根幹をなす様々な業務が発生する。
　そして、これらの業務を円滑に実施するには、事業を実施する府省において、会計、契約等に関する知識や総合評価落札方式によ
る入札の経験が不可欠である。
　しかし、法の施行後間もない現状では、事業を実施する国の行政機関等及び地方公共団体においては、このような知識・経験の蓄
積がないことから、これらの業務を、効率的・効果的に実施することは難しい面があると考えられる。
　このため、これらの国の行政機関等や地方公共団体に対し、会計、契約、その他の法規等に関する専門家の派遣やこれらの者によ
る情報提供等の支援を行うことにより、事業を円滑かつ効果的に推進しようとするものである。

（中項目）中長期経済
運営の企画立案等に
必要な経費
（項）公共サービス改
革推進室経費
（目）経済新生政策調
査費

12,825 6

内閣府 地域再生基盤強化交付金
地域の自主性・裁量性を拡大する観点から、道、汚水処理施設、港の３分野について、類似の補助金を省庁の枠を
超えて一本化したものである。

（項）地域再生推進費
　（目）地域再生基盤
強化交付金

162,949,000 4

※「地域の雇用再生プログラム（仮称）」の支援施策として検討しているものを除く。 1 / 2



様式２　地域再生に資するものとして概算要求等を行っている施策

府省庁名 施策事項名 施策の具体的内容
予算等の措置の名称
（項）（目）（目細）

概算要求額
（単位：千円）

地域再生
の分野

内閣府 市民活動団体等支援総合事業
ＮＰＯ活動を通じて多様化する地域ニーズに的確に対応することを目的として、各地域が策定する地域再生計画に
おいて位置付けられたＮＰＯ主体の取組みのうち、他のＮＰＯの参考となるような先駆的なモデル事業の実施を通し
て効果的なＮＰＯ活動促進策を分析し、全国に発信していく。

市民活動促進に必要
な経費

106,280 1

※「地域の雇用再生プログラム（仮称）」の支援施策として検討しているものを除く。 2 / 2


